生活困窮者自立支援制度施行に向けた市町村社協事務局長連絡会
開　催　要　項
１　趣　旨
　生活困窮者自立支援制度が平成２７年度から本格施行するのを控え、福祉事務所設置自治体（県内は県と１１市）では急ピッチで施行に向けた準備が進められています。同制度では必須事業の自立相談支援事業や任意事業を社協等へ事業委託することが可能とされ、県内においても市社協への委託が予想されています。しかしながら、平成２５年度からはじまった「生活困窮者自立促進支援モデル事業」は県内では県と１市のみの実施に止まり、市社協での実施はないなど、来年度の本格施行に向け不安が少なくありません。
　こうした中、本会では昨年９月に１１市の市社協事務局長を対象に連絡会を開催するなど情報提供を行ってきましたが、来年度予算編成時期を控え、今一度、今後の対応等についての協議が必要となっています。また、同制度では包括的・個別的な支援を通じて生活困窮者の自立支援を目指していることから、町村を含む全ての社協が制度の趣旨を理解し、地域のさまざまな機関と連携して対応していくこととなります。
　以上のことから、本連絡会は、生活困窮者自立支援制度の実施に向けた県内各地の取り組み状況について理解し、市町村社協が行政等と連携した生活困窮者支援が図られるよう、情報交換・情報提供を行うことを目的に開催します。
２　主　催
　　　沖縄県社会福祉協議会・沖縄県市町村社会福祉協議会連絡協議会
３　日　時
　　　平成２６年８月２７日（水）９時３０分～１２時００分（９時００分受付）
４　会　場
　　　沖縄県総合福祉センター西棟４階第５～７会議室（那覇市首里石嶺町４-３７３-１）
５　参加対象
　　　市町村社協事務局長及び担当職員（各社協２名以内、ただし事務局長は必須）
６　日程／内容
　
	時　間
	内　容　等

	9：00～9：30
	◆受　付

	9：30～9：35
（5分）
	◆開　会
· あいさつ（県社協 事務局長）
· 資料確認等

	9：35～9：55
（20分）
	◆基調報告
　「社協が生活困窮者支援に取り組む意義等について」
　　報告　沖縄県社会福祉協議会 事務局長

	9：55～10：40
（45分）
	◆行政説明
　「生活困窮者自立支援制度の概要と制度施行に向けた
　本県の取組み状況について」（仮題）
　　講師：沖縄県福祉政策課　地域福祉班

	10：40～10：50
（10分）
	質疑応答

	10：50～11：00
（10分）
	◆休　憩　※会場移動

	11：00～12：00
（60分）
	　（第５・６会議室）
◆市社協事務局長連絡会
１　各市における生活困窮者自立支援制度実施に向けた準備状況について
２　各市社協の生活困窮者自立支援制度への対応の状況と今後の取り組みの方向性について
３　モデル事業実施社協における実施体制・予算に関する情報提供（県社協より）
	　（第７会議室）
◆町村社協事務局長連絡会
１　各町村における生活困窮者自立支援制度の実施に向けて
２　各町村社協による生活困窮者への生活支援の取り組み状況について

	12：00～
	◆閉　会


７　申込方法
　別添「参加申込書」に必要事項を御記入のうえ、８月１８日（月）までにFAXまたはメールにてお申し込みください。
８　事前アンケートの提出について
　情報交換にて各市の取り組み状況を把握するため、別添「事前アンケート」の回答をお願いします。アンケートは必要事項を御記入のうえ、８月１８日（月）までにFAXまたはメールにて御提出ください。
９　申込・お問い合わせ先
　沖縄県社会福祉協議会・地域福祉部（伊良皆・仲順）
　〒 903-8603 那覇市首里石嶺町4-373-1
　電話 098-887-2000　FAX098-887-2024　E-mail　i-tiiki@okishakyo.or.jp
